
事業費補助金のご案内

日光市では、新しい働き方に対応できるオフィスの開設などを促進するため、市内でのコワーキング

スペース整備に必要な費用の一部を支援します。

≪補助対象者≫

☆市内でコワーキングスペースを運営しようとする法人（NPOや任意団体を除く）又は個人

☆本社の所在地（個人にあっては、住所地）の市税等を滞納していないこと。

☆補助金交付決定後ｺﾜｰｷﾝｸﾞｽﾍﾟｰｽとして2年以上事業
を継続する意思があること。

☆国、県等の他の制度等により他の補助や、

過去に本補助金を受給していないこと。

≪補助対象経費及び補助金額≫

対
象
経
費

経費の種類 内 容 補助率と補助額

取得費

（１）土地・建物の取得に要する経費

（２）仲介手数料、礼金等

補助率1/2(1,000円未満端数切捨)
上限：200万円

施設整備費

（１）土地・建物の新設・改修工事費

（２）備品及び設備機器、什器等購入費及び通信

環境整備費等

補助率1/2(1,000円未満端数切捨)
上限：200万円

使用料・賃借料

（１）土地・建物の賃借料

（２）備品、機器の賃借料

（３）ネット回線使用料、警備委託費

〇サテライトオフィス等

補助率1/2(1,000円未満端数切捨)
上限：５万円/月額×24か月

☆風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する
法律（昭和23年法律第122号）の適用を受ける業種
その他市長が不適当と認める業種でないこと。

空き物件等

コワーキングスペース整備

【コワーキングスペースとは・・】

様々な属性の労働者及び学生等が、机、椅子、情報通信設備及び会議室等の実務に必

要な設備を共有しながら、テレワークや利用者同士の交流等を行うことができる場所

手続きの流れ等、詳細は次頁をご確認ください⇒⇒

👉コワーキングスペース整備経費を支援



交付（不交
付）決定通知

≪ 手 続 き の 流 れ ≫

交付申請

日光市企業オフィス等立地支援事業費補助
金交付申請書（様式第1号・別紙１、２）
に必要書類を添えてコワーキングスペース
開設等の区分に応じ申請）

書類審査

提出された申請書類を審査します。
※書類に不備がある場合は追加で
資料の提出を求めることがあります。

補助金交付決定

日光市企業オフィス等立地支援事業
費補助金交付（不交付）を決定

事業実施 コワーキングスペース開設等の整備

実績報告

開設事業完了後、企業オフィス等立地支援
事業費補助金完了届・実績報告書、請求書
提出

検査確認

提出された実績報告書等を審査する
とともに、現地確認等を行います。

補助金確定・支払い

検査確認の内容によって、補助金等確定通知
書を送付するとともに、補助金を支出します。

コワーキングスペース開設についての相談支援制度等の情報提供

２

３

★ コワーキングスペース開設

５６

７ 確 認

(※使用料・賃借料の該当が場合は、次年度
も関係経費部分の申請等の手続きが必要
です。）

８

申 請

補助金交付決定受領

「補助金交付決定通知書」受領後、コワー
キングスペース開設事業（工事等）着手

４

確 定 通 知

約
2
週
間

この期間中に行われた物件購
入、賃貸契約、工事費、設備、
備品等購入経費が補助金の対
象になります。

！

支 払 い

実績報告

日光市（商工課） 事業者の皆さま

１

事
業
実
施
期
間

30
日

以
内

開設の具体的
事業に着手前に

事業に係った経費
の支払い終了後
(使用料・賃借料の年
度末分支払い後)

日光で企業オフィス 検 索

問
合
せ

コワーキングス
ペース開設を検
討される段階で

約
１
カ
月

補助金交付申請書（様式第1号、別紙１、別紙２）
(１) 定款の写し又はこれに類するものの写し
(２) コワーキングスペース等の詳細がわかる資料位置図及び平面図等
(３) 見積書又はオフィス等の開設に要する費用の内訳が分かる書類の写し
(４) 直近１期分の決算書の写し（事業者の場合に限る。）
(５) 許認可証等の写し（許認可が必要な事業を営む場合に限る。）
(６) 市税等の滞納がないことを証する書類
（７）その他市長が必要と認める書類

≪申請時に必要な書類≫ ≪実績報告時に必要な書類≫

★補助金実績報告書（様式第11号）

(１) 土地・建物の取得、賃貸借又は整備に係る契約書の写し

(２) 領収書その他の支払いを証する書類

(３) 補助対象事業の実施状況が分かる写真等

★補助金着手届・完了届（様式第8号・9号）

★補助金等交付請求書（様式13号）

※★印は市補助金等交付規則の様式

コワーキングスペース開設事業提出書類


